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人口構造の変化に関する特別部会
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出生率
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1.39
1.25
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127,768

100,593

資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）中位推計」
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○ 平成17年人口動態統計 では、明治32年以来初めて死亡数が出生数を上回り、自然増加数が
マイナス(▲２万1千人)となった。

○ 平成17年国勢調査では、平成16年の推計人口に比べて約2万人の減少となり、我が国の人口
は減少局面に入りつつあるとみられる。
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人 口 減 少 社 会 の 到 来
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人口ピラミッドの変化（2005，2030，2050） -平成14年中位推計-
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2005年(実績) 2030年 2050年

75歳～
1,160( 9%)

65～74歳
1,407(11%)

15～64歳
8,409(66%)

～14歳
1,752(14%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,758万人

総人口
1億 59万人

75歳～
2,097(18%)

75歳～
2,162(21%)

65～74歳
1,380(12%)

65～74歳
1,425(14%)

15～64歳
6,958(59%)

15～64歳
5,389(54%)

～14歳
1,323(11%)

～14歳
1,084(11%)

万人 万人 万人

歳歳 歳

2006年～
生まれ

2006年～
生まれ

65歳～人口

20～64歳人口

１人
３．０人

今後の出生率の
動向により変化

今後の出生率の
動向により変化

１人
１．９人

１人
１．４人

注：2005年は国勢調査結果。総人口には年齢不詳人口を含むため、年齢階級別人口の合計と一致しない。
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労働力率の上昇
2005 2030

30～34（女） 62.2 → 80.4
60～64（男） 70.5 → 89.4

労働市場への
参加が進む

ケース

～～

2004→2030年
533万人減 2030→2050年

1,245万人減

注：、労働力人口は職業安定局推計（2005.7）。ただし、2030年以降の労働力人口は2030年の年齢階級別労働力率が変わらないと仮定し、平成14年将来推計人口
（中位推計）に基づき、社会保障参事官室において推計。
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2005 2030
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前回推計より少子化が進行した場合、
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が進むケース

○ 労働力人口の減少の影響は、技術革新や資本増加により、ある程度カバーが可能。

○ しかし、現行推計でも、2030年以降の労働力人口の減少は、それ以前に比べはるかに急激。

○ さらに、前回推計より少子化が進行した場合、2030年以降の労働力人口はさらに減少することになる。

○ 中長期的な経済成長の基盤として、

・ 当面、若年者、女性、高齢者の就業を促進し、労働力人口の減少の影響を緩和することに加えて、

・ 2030年以降に予想される急速な労働力人口の減少を緩和するために、今から少子化対策に取り組む
ことが必要ではないか。

注：、労働力人口は職業安定局推計（2005.7）。ただし、2030年以降の労働力人口は2030年の年齢階級別労働力率が変わらないと仮定し、平成14年将来推計人口
（中位推計）に基づき、社会保障参事官室において推計。
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注：総人口は平成14年将来推計人口（中位推計）、労働力人口は職業安定局推計（2005.7）。ただし、2030年以降の労働力人口は2030年の年齢階級別労働力率が
変わらないと仮定し社会保障参事官室において推計。

1,773

8,459

1,397

1,142

（6,141）

（395）

（103）

14%

66%

11%

9%

総人口の52%
が労働力

総人口の52%
が労働力

総人口の48%
が労働力

1,323

6,958

1,386

2,097

（5,561）

（386）

（162）

11%

59%

12%

18%

生産年齢人
口の79.9%
が労働力

1,084

5,389

1,425

2,162

（4,305）

（392）

（167）

11%
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労働力率の上昇
30～34（女） 62.2（2005） → 80.4（2030）
60～64（男） 70.5（2005） → 89.4（2030）

上昇した
労働力率を維持

（6,639）

（6,109）

（4,864）

総 人 口 ▲1,013万人
労働力人口 ▲ 530万人

総 人 口 ▲1,699万人
労働力人口 ▲1,245万人

労働力率の上昇により、生産年齢人口割合の減少をカ
バーし、総人口に占める労働力人口の割合をキープ。

上昇した労働力率を維持しても、生産年齢人口の割合が減少
する分、総人口に占める労働力人口の割合は低下。

生産年齢人
口の79.9%
が労働力

生産年齢人
口の72.6%
が労働力
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